
第５号様式（第６条関係）

草加市長　　宛て

（ ）

□その他

□医師の診断書、死亡診断書

国民健康
保険税

国民健康保険税減免申請書

　草加市国民健康保険税条例第２３条第１項の規定に基づき減免措置を受けたく、申
請いたします。

申　請　者 住　所
（納税義務者）

氏　名

連絡先

　□　世帯主が死亡又は重篤な傷病を負ったため

税 目 賦課年度 調定年度 納 期 限 税　額
減免を受けようとする

税額

□令和３年中の収入を証明する書類 申請 受付 入力 照合

令和4年度
（2022年度）

令和4年度
（2022年度）

　減免を受けようとする理由

  新型コロナウイルス感染症の影響に伴う次の理由により、減免を申請します。

郵送・窓口
□事業の廃止、失業を証明する書類

  □　世帯主が事業等を廃止又は失業したが、裏面要件４の特例対象被保険者等に該当し
　　　ないため

  □　世帯主の事業収入、不動産収入、山林収入又は給与収入のいずれかの減少が見込ま
　　　れ、裏面の要件全てに該当するため

　同意・確認事項
　□私と私の属する世帯に関し、保険年金課が関係機関への新型コロナウイルス感染症に係る情報照会を
　　すること及び納税課、介護保険課と情報共有をすることに同意します。
　□申請内容確認後、結果を通知します。通知までに納期限が到来する期別税額は納期限内に納付してくだ
　　さい。納期限までに納付がない場合、督促状が発送されます。納付が困難な場合は、納期限までに納税
　　課で納税相談をしてください。
　□口座振替による納付や年金からの特別徴収の人は、当初の税額が引落しされます。減免決定後に過納額
　　を還付や充当で調整します。

添付書類

保険年金課確認欄

令和　　　年　　　月　　　日

□保険等の補填額を証明する書類 記号番号

□令和４年中の収入を証明する書類

受付印



（裏）

【要件】

世帯主が次のすべての要件にあてはまる方

１ 令和４年（２０２２年）１月から１２月までの事業収入、不動産収入、山林収入又は給
与収入のいずれかの減少額（保険金、損害賠償等により補填されるべき金額を控除した
額）が令和３年（２０２１年）１月から１２月までの当該事業収入等の額の１０分の３以
上見込まれること。

２ 世帯主の令和３年（２０２１年）１月から１２月までの合計所得金額が１，０００万円
以下であること。

３ 減少することが見込まれる事業収入等に係る所得以外の令和３年（２０２１年）１月か
ら１２月までの所得の合計額が４００万円以下であること。

４ 国民健康保険法施行令第２９条の７の２に規定する特例対象被保険者等（以下「非自発
的失業者」という。）に該当しない（６５歳未満の国民健康保険被保険者で、雇用保険受
給資格者証の発行対象者であるが、離職理由コードが１１～１２、２１～２３、３１～３
４でない）又は非自発的失業者の給与収入の減少に加えて、その他の事由による事業収入
等の減少が見込まれること。

※非自発的失業者に該当する方で、市に「特例対象被保険者等の申告書」を提出していな
い方は、別途申請手続を行ってください。



別紙１

※主たる生計維持者が世帯主以外の場合は、世帯主の部分を生計維持者と読み替えてください。

被保険者証
記号番号 世帯主氏名

納税通知書
お問い合わせ番号 生年月日

ⅰ. 世帯主の収入減少の状況

収入金額（ア）
（ア）のうち、

国・県の給付金等（イ）
所得金額（ウ） 収入金額（エ）

事業
円 円 　　　　　　　円 円 %

給与
円 　　　　　　　円 円 %

不動産
円 円 　　　　　　　円 円 %

山林
円 円 　　　　　　　円 円 %

・世帯主の減少が見込まれる事業収入等以外の令和３年（2021年）の所得の合計額（400万円以下）

②

（　　　　　　　　　円）…③

　　事業等の（　　廃止　　・　　失業　　）

ⅱ．世帯主と被保険者全員の令和３年（2021年）の合計所得金額

ⅲ.

（令和３年（2021年）と比較して収入減少割合が１０分の３を超える収入のみ記載してください。）

・世帯主の令和３年（2021年）の合計所得金額(1,000万円以下)　　①＋②

収入状況申告書

　※収入減少割合(%)　＝　{１－エ÷（ア－イ）}×100

〇令和3年（2021年）中の収入額(ア)、国・県の給付金等（イ）、所得金額（ウ）がわかる書類として、給与収入の方は令和3年（2021年）分確定申告書
（控）（収受印（e-Taxの場合は受信通知）があるもの）又は源泉徴収票の写し、事業収入・不動産収入・山林収入の方は令和3年（2021年）分確定申告書
（控）（収受印（e-Taxの場合は受信通知）があるもの）及び収支内訳書・青色申告決算書の写し、国・県の給付金等を受給した人は、振込の事実がわかる
もの（振込通知書・通帳等）の写しを添付してください。
〇令和4年（2022年）中の収入額(エ)がわかる書類として、給与収入の方は収入額が確定している月(実収入額)の給与明細書又は令和4年（2022年）分源泉徴
収票、事業収入・不動産収入・山林収入の方は収入額が確定している月(実収入額)の金銭出納簿（帳簿）又は通帳等の写しを添付してください。

（　　　　　　　　　円）

〇事実が確認できる書類（廃業届、退職証明書、離職票、雇用保険受給資格者証、事業主の証明等）の写しを添付してください。

区 分 氏 名
令和３年の合計所得金額

（2021年）

収入の種類
収入減少割合

※

合計
円 円

・世帯主の事業等の廃止、失業に該当する場合、〇で囲んでください。該当しない場合は記入不要です。

令和４年
（2022年）

1～12月の見込額

令和３年（2021年）
１～１２月

①
円円

世 帯 主 ③　　　　　　　　　　　円

被保険者 　　　　　　　　　　　　円

合計 ④                      円

納期限までに申請できなかった場合、その理由

□入院等、体調不良　　　　□申請書類の用意に時間を要したため
□令和４年（2022年）の収入見込額の算出に時間を要したため　□その他（　　　　　　　　　　　　　　）

被保険者 　　　　　　　　　　　　円

被保険者 　　　　　　　　　　　　円



別紙2

1月 円 4月 円 7月 円 10月 円

2月 円 5月 円 8月 円 11月 円

3月 円 6月 円 9月 円 12月 円

1～１２月
合計（A）

円 A＋B 円 …（エ）

1月 円 4月 円 7月 円 10月 円

2月 円 5月 円 8月 円 11月 円

3月 円 6月 円 9月 円 12月 円

1～１２月
合計（A）

円 A＋B 円 …（エ）

令和４年（２０２２年）収入見込額申告書　　（別紙１ ⅰ.収入金額（エ）の内訳）

月ごとの収入額（未到来月は見込額）

（新型コロナウイルス感染症の影響による収入減少の理由を具体的に記入してください）

収入の種類
該当する収入に〇

〇令和３年と比較して収入減少割合が１０分の３を超える収入のみ記載してください。
〇減少した収入が３種類以上ある場合は、この用紙をコピーして使用してください。
〇保険金や損害賠償等により補填金額（B)がある場合は、補填金額のわかるものの写しを添付してください。

収入の種類
該当する収入に〇

屋号・会社名・業種等

事業　 ・　 給与

不動産　 ・ 　山林

事業　 ・　 給与

不動産　 ・ 　山林

屋号・会社名・業種等

月ごとの収入額（未到来月は見込額）

（新型コロナウイルス感染症の影響による収入減少の理由を具体的に記入してください）

保険等の補填金額（B)円

円 保険等の補填金額（B)


